参考資料２

「障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画」について

	計画名
	計画期間
	根拠法
	計画の内容
	主務官庁

	障害者計画
	６年
	障害者基本法第１１条第３項
	障害者基本法に基づく中長期的な計画であり、障害のある方の生活全般に関する施策について基本的な事項を定める計画です。
	内閣府　
政策統括官
(共生社会政策担当）

	障害福祉計画
	３年
	障害者総合支援法第８８条第１項
	[bookmark: _GoBack]障害者総合支援法に基づく短期的な計画であり、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画です。
	厚生労働省　
社会・援護局

	障害児福祉計画
	
	児童福祉法第３３条の２０第１項
	児童福祉法に基づく短期的な計画であり、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する計画です。
	



上記のうち、「障害者計画」については、計画期間が６年となっており、小平市においては、すでに令和３年度から令和８年度までとした「小平市障がい者福祉計画」を定めています。
また、「障害福祉計画」、「障害児福祉計画」については、計画期間が３年となっており、今年度（令和５年度）で計画期間が満了となるため、小平市においても、令和６年度～令和８年度を計画期間とする「第七期小平市障害福祉計画」、「第三期小平市障害児福祉計画」を策定していきます。

